
令和７年度

鹿嶋市　重点施策ロジックモデル

【中間面談による実施】

政策企画部政策推進課



総合計画の
実行プランである
総合戦略事業名

総合戦略事業 活動 産出 直接成果 中間成果

最終的に目指す
状態

最終成果

総合戦略
事業指標

総合計画
施策指標

事業成果

担当課名

意見
聴取

問題に対処する
ために実施する
具体的活動

活動が完了した時
に活動が実施され
たことを示す事実

活動の完了後，
比較的直ぐに
期待される変化

活動の完了後，
一定の期間後に
期待される変化①

活動の完了後，
一定の期間後に
期待される変化②

活動の完了後，
一定の期間後に
期待される変化③

行政の影響度強 弱

因果関係

時間の経過によって引き起こされる成果

成果指標
行政活動をきっかけに引き起こされる社会の変化（成果）

結果指標
予算投下で当然発生する結果

適切な成果指標の導出

結果と成果を明確に区別
し，どのタイミングで何
をモニターすることが適
切なのかを見極める

事業の有効性評価

事業の実施前に，どのよ
うな成果が見込まれるか
を検討し，事業の実施後
に期待された成果が実際
に得られたかを検証する

コミュニケーションツール

庁内だけではなく，様々なステ
ークホルダーと情報交換し，共
通認識を得て，進捗管理を行っ
ていくツールとしての活用

政策形成能力の養成

現在の行為が将来に対して
どのような結果や影響を及
ぼしていくのかの検討（仮
説の因果関係・ロードマッ
プ・ストーリーの見える化）



　【担当部署】　

　「やめる、へら

　す、かえる（見え
　る化）」意識が
　醸成される

（情　報）

政　策
事　業
業　務

投入
活動 産出 直接成果 中間成果

市で「事業の選
択と集中による
財政運営」が進
む

最終成果

事業成果

D
X
・
行
革
推
進
室

政
策
の
選
択
と
集
中

【DX・行革推進室】

　政策，事業，業務

　の検証を各部署へ
　依頼する

　行革手引きやチェ
　ックリストを活用
　し，各部・各課に

　おける事業要否判
　断力を高める

　市職員のマンパワ　
　ーが適切に配さ　
　れ、事業の充実が

　図られている

　　【担当部署】

　　関係者と調整を行う

　市で地方債の繰り
　上げ償還が可能と

　なる

【担当部署】

対象事業の目的，必

要性，費用対効果を
測定・検証する

【担当部署】

エビデンスに基づき
・中心政策、事業、

　業務の特定
・補助的な政策、

　事業、業務の特定
・効果が薄い事業
　の特定

・ＤＸ技術の活用に
　よる改善策
について整理する

　【担当部署・財政課・行革推進室】

　　改善意識を強化しながら予算を調整する

　　・効果的なヒアリング体制の確保
　　・各種データ収集及び分析

　【担当部署】
・効果が低い（将来性
   が低い）政策、事業、
   業務の廃止、削減、
   変更がされる
・全庁的な財政上の制
   約による政策の見直
   しが進む
・無駄な業務が廃止さ
　れる

意見
聴取

【担当部署，DX・行革推進室，政策推進課，
　財政課】

提案抽出，財務，ロジック各取組も整理しながら

「見直し事業」を特定する

・市の財源確保がさ
　れる
・全庁的に事業の優

　先順位づけや事業
　実施の工夫が進む

　【担当部署】

　「政策，事業，業務」
　を整理整頓する

・市が効果の高い政
　策や事業への再投
　資を行う

・市の新しい政策の
　展開が進む

　市の地方債残高が

　減少する  

ＫＰＩ

【DX・行革推進室】
・一財充当上位２０事業(予算・決算）
・出資団体運営状況
・地区別税収入及び投資額

　上記を整理する
（財務は毎年，団体分析は要否判断しながら定期的
に実施）

【DX・行革推進室】
・一財充当上位２０

　事業
・出資団体運営状況

・地区別税収及び投
　資額
 上記が明示され，現状
 を把握しやすくなる

　市のプライマリー
　バランスが適正な　

　水準に保たれる

【DX・行革推進室】

　積極的な提案のた

　め事前周知も徹底
　しながら「職員提
　案」の募集を行う

【DX・行革推進室】

「無理・無駄・ムラ」

　➤「やめる、へ
　らす、かえる（見

　える化）」の継続
　したアナウンスも
　行いながら，提案

　募集・情報共有を
　行う

　【DX・行革推進室】

　　庁内評価や好事例集で「やめる・へらす・

かえる」の意識を高めつつ「考える文化」
　　を広める

（職員提案）

【担当部署次長】

　特定された事業の目

　的，必要性，費用対
　効果を測定・検証し
　評価する

【所属長等】

　プロセス評価にお

　いて提案者を評価
　する

ＫＰＩ

【全庁職員】

　取組・評価結果を
　全庁で共有するこ

　とで，庁内におい
　て横展開が図られ　
　る。

【政策推進課・DX・行革推進室・担当部署】
・ロジックモデルによる政策分析を行う
　（24事業）
・業務フローの洗い出しを身に付ける。

　（Ｒ５年度はDX推進員（６グループ27名）を
　　対象に，実際の業務を事前課題で選定し，
　　業務フローの見える化作業を研修）

【担当部署】
　政策・事務・事業の課

　題や改善点が明示さ
　れ，改善検討が進む

　　　【市】
　全庁で業務プロセ
　スの「見える化」

　による業務改善意
　識が高まる

【担当部署】
【DX行革推進室】
　業務改善の協議・相談
　が増加する

　【担当部署】

　事業・団体・地区の

　将来予測が容易とな
　り、それぞれの方向
　性が確立される

　　　【市】

　事業・団体・地区
　の状況の経年変化

　の把握により、そ
　れぞれの状況及び
　位置づけが明らか

　となる

【担当部署】　

担当部署におい

て、適切な事業
設計が行われる

　市の余剰金(基金）
　が捻出されている

　市の組織再編、政　
　策の制度、ルール

　の再編が適切に行
　われる

　　　【市】

　事業・団体・地区

　別収入及び投資の
　概要の「見える
　化」が推進される

　　【市】
　業務改善が進み，効
　率的な業務運営が図

　られる

モニタリング モニタリング

【DX・行革推進室】

　見える化データの

　活用，改善事業等
　の総括レポート等
　の全庁共有 【DX・行革推進室】

　人手をかけずに，　
　各部で考え・判

　断する力が養わ
　れ，行革が自走
　する



【総合計画】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【市長政策】
　人生100年を支える舞台を「鹿嶋」に整える　　　　　　無理・無駄・ムラ＝やめる・へらす・かえる（見える化）
　　スマート＆コンパクトな鹿嶋をつくる
　　　スマートで持続可能なまちをつくる

指標

現状値　→　目標値 2021年度末 2024年3月末 目標値

事業指標

（目標年度：2026年度）
地方債の残高 174.8億円 150.6億円 139.5億円

事業指標

（目標年度：2026年度）
事務事業の整理整頓 19事業（対象）

廃止　42事業
縮小　48事業
改善　37事業
継続検討　3事業
方針見直し　1事業

廃止　11事業

縮小　8事業

モニタリング指標
プロセスの見える化による

業務改善協議件数（Ａ）
－

各所属協議　20件
DX・行革推進室取組　5件

ー

モニタリング指標 Ａのうち改善完了件数 － 14件 ー

※事務事業の整理整頓：目標値を超えて断捨離を行った場合は，実績値を積み上げていくこととする



最終成果活動 産出 直接成果 中間成果

誰
も
が
利
用
し
や
す
い
公
共
交
通
体
系
の
形
成

市民がまちの拠点を
公共交通によって自
由に行き来している

まちの拠点に生活便
利施設や都市機能施
設が集約している

公共交通が効率的に
運行されている

サービス（ヒト・モ
ノ・情報）がシーム
レスにつながってい

る

MaaSが使える環境と
なっている

公共交通の利用者が
増加する

ひとが集まる場所が
できてくる

周辺に交通結節点が
ある（できる）

利用者が目的地まで
の情報を入手できる

利用者が最短で目的
地に行ける

電子決済が利用でき
る

運賃が適正化される

利用者がタイミング
よく乗れる

利用者が待つことが
できる

徒歩圏内に交通結節
点がある

民間事業者の進出が
促進される

来街者（歩行者）が
増加する

交通に関する新技術の導入

主要な交通結節点の整備

既存事業の精査

新技術導入時の事業者
支援

コンパクトシティの推
進

グリーンスローモビリ
ティ・シェアモビリテ
ィの導入検討

新技術（AIオンデマン
ド，MaaS等）の導入
検討，社会実験の実施

交通施策と福祉施策
との線引き

公共交通利用のインセ
ンティブを明確化

施策５－１　コンパクトで安全なまちをつくる
施策の方向性　（２）効率的・効果的なネットワークづくり
取組　②誰もが利用しやすい公共交通体系の形成　

指標名
現状値

2021年度末
目標値

2026年度末 指標 計測手段

市街化区域内及び
大野三駅周辺の人口

39,200人 39,200人 国勢調査・常住人口調査等によりエリア内の人口を集計する。

市内公共交通カバー率 100% 100% 市内の公共交通圏域（駅1㎞，バス停300m圏域）の人口カバ―率を計測。デマンド型
乗合タクシーが，ドアtoドアのサービスであるため，100％となる。

KPI

KPI

投入

公共交通
対策事業

施策指標

施策指標

政
策
推
進
課

利用実績の分析・市民
ニーズの把握

施策1-1 地域公共交通計画に
おける施策・事業

施策1-1

施策1-2

施策2-2

施策2-2

施策2-2

施策3-2

施策4-1

交通結節点における，多機
能な待合環境が整備される

拠点間（内）移動手段の方
向性が整理される

キャッシュレス決済が導入
される

施策3-1

最適化されたコンパ
クトなまちとなる

持続可能なスマート
なまちとなる

市民等に対する利用促進
策の推進

施策3-1

バスのバリアフリー化を
推進

施策4-2

駅舎及び自由通路のバリ
アフリー化を要望

施策4-2

交通事業者間の情報が連携
される

単年度 中期

交通結節点におけ
る，案内表示の多言
語標記を検討

施策4-2

モニタリング指標

指標名
現状値
2022年

目標値
2026年度末

目標値
2028年度末

（公共交通計画）
計測手段

①バスの利用者数 8.0人/便 9.3人/便 10.2人/便 鹿嶋市内を運行する鹿嶋コミュニティバスの1便当りの乗車人数を計測する。

②公共交通の収支率 21.6％ 21.6％ 21.6％ 鹿嶋コミュニティバス，デマンド型乗合タクシー，神宮・あやめ・白帆ラインの収支率を計測する。

③公共交通への
　公的負担額

57,043千円 57,043千円 57,043千円 鹿嶋コミュニティバス，デマンド型乗合タクシー，神宮・あやめ・白帆ラインの公的負担額を計測する。

④交通結節点の
　利用者数

48,741人 49,546人 50,083人 本市の交通結節点である鹿嶋神宮駅及びチェリオイオンでのバス乗降者数を計測する。

モニタリング①
モニタリング②③モニタリング④

地域コミュニティによる
互助交通の導入検討

施策1-3

居住区域が集約して
いる



投入 活動 産出 直接成果 中間成果

移
住
・
定
住
の
促
進

（
土
地
に
縛
ら
れ
な
い
住
民
に
選
ば
れ
る
，
鹿
嶋
市
の
創
出
）

最終成果

事業成果

サービス成果 社会成果

施策１－２　多様なライフスタイルを応援する

施策の方向性　（２）多様な働き方・暮らし方の実現
取組み：①移住・定住の促進

副次的成果

総合戦略推進事業

オンラインコミュニティ

KASHIMA
Colorful Base

職員とコミュニティメン
バーが双方向でコミュニ
ケーションを図る

ＡＩやコミュニティ施策
活用しコミュニティを活

性化させる

地元特産品や風景・人な
どを紹介しシティプロモ
ーションを行う

コミュニティでの会話を
通して生活者の「声」が

集積する

「鹿嶋市」という認知を
獲得する

ファンコミュニティの
参加者が増加する

施策に活用可能な示唆・
エビデンスを獲得する

様々な文脈で「鹿嶋」が
想起される

オンライン関係人口が
見える化・定量化される

オンライン上の発言がビ
ッグデータとして蓄積さ
れる（態度・行動変容の

分析）

オンライン関係人口が
リアル関係人口に
昇華する

ふるさと納税額・ＥＣ
販売額が増加し新規事業
の財源が確保できる

鹿嶋市への移住希望者
（多拠点居住・テレワー

ク）が増加する

観光資源の
高付加価値化

コミュニティの横展開に
よる「面」での地域活性

シビックプライドが
向上する

オンライン関係人口に鹿
嶋市のことをジブンゴト

化させる

オンライン鹿嶋市民とし
てのオーナーシップが醸

成される

オンライン関係人口
が増加する

（ファン化促進）

既住民の流出が減り，か
つＵターンが増加する

地域経済の活性化

指標名
現状値

2021年度末 2022年度末 目標値

2026年度末 指標 測定手段

オンライン関係人口 5,000人 29,070人 50,000人 基準日における「KASHIMA  Colorful  Base」の

コミュニティメンバー数を測定する

ColorfulBaseきっかけの
ふるさと納税

0件
0円

99件
1,580,303円 6,300,000円

ふるさとチョイスでの「ColorfulBaseきっかけ」ふるさと納税額を
基準に，全てのプラットフォームの合計件数と金額を推計値として
算出する（毎年1月～12月）

コミュニティを活用す
るステークホルダー数

10件／年 「KASHIMA Colorful Base」を利用したステークホルダー数を集計
する

サテライトオフィス
利用者数（延べ）
県外在住者構成比

ー ー
5,000人／年

30％

基準日におけるサテライトオフィスの利用者数（延べ）を測定する
茨城県外の利用者数割合を計測する

※デジ田補助金ＫＰＩと一致

人口の社会増 △155人／年 △133人／年 2031年度
110人／年

基準日における社会増減を算定
※人数のほかに増減率の推移を確認する

モニタリング

モニタリング

KPI

政
策
推
進
課

総合戦略推進事業

企業誘致補助金

中心市街地へサテライト
オフィスを設置する新規
立地企業へ補助金を交付

する

新業種の企業が立地する
市民に働く場所・業種の

選択肢が増える

新規立地企業の従業員が
鹿嶋市へ流入する

就職のための域外流出の
可能性が減少し，Ｕター
ンの可能性が増加する

市内の賑わいが創出・促
進される

市の魅力が高まる

モニタリング

中心市街地にサテライト
オフィスが設置される

サテライトオフィスを
活用する個人・企業が

増加する

モニタリング

市内・庁内での
ブランディング
を強化する

投げかけた事業担当課の
課題に対しコミュニティ
から反応がある

市内・庁内での
ブランディング
を強化する

投げかけた事業担当課の
課題に対しコミュニティ
から反応がある

総合戦略推進事業

企業誘致補助金

市が新規立地企業（サテ
ライトオフィス含む）へ
補助金を交付する

新業種の企業が立地する

市内にサテライトオフィ
スが設置される

新規立地企業の従業員が
鹿嶋市へ流入する

特に「ふるさと納税」増
に向けた取り組みを強化

モニタリング

施策５－２　スマートで持続可能なまちをつくる

施策の方向性　（２）スマートな行政運営
取組み：①スマート自治体の実現

ス
マ
ー
ト
自
治
体
の
実
現

（
デ
ジ
タ
ル
化
や

A
I等
の

IC
T
活
用
に
よ
る
業
務
の

効
率
化
と
市
民
の
利
便
性
向
上
，
行
政
サ
ー
ビ
ス

の
質
の
向
上
）

KPI

総合計画
施策指標

総合計画
施策指標

データから得られた知見
を基に，意思決定を行う

モニタリング

市民の利便性が，向上す
る

データを分析し，施策の
見直し等を検討する

人事課と政策推進課が，
職員向けのデータ分析研

修会を実施する

職員が，データ分析研修
会に参加する

職員が，データ分析スキ
ルを習得する

人
事
課

職員研修経費 各課でのデータの利活用
が，推進する

EBPMの推進が，図られる



施策１－２　多様なライフスタイルを応援する
施策の方向性　多様な働き方・暮らし方の実現
取組み　多様な交流・かかわりの創出

広報秘書課
地域情報発信事業

情報発信研修機会

投入

広報かしま

【行政情報】
X

LINE
かなめーる
かしまナビ

写真を中心とした
SNS投稿で鹿嶋市の
魅力を発信する

活動

多様な交流・関わり

が創出

最終成果

鹿嶋市の風景やイベ
ントの様子がSNS上
にアップされる

産出

様々な属性のSNS利
用者が，鹿嶋市の投

稿に目を留める

直接成果

鹿嶋市の投稿にリア
クションがつき，

SNS上で拡散される

SNSがきっかけとな
っての鹿嶋市来訪者

が増加する

中間成果

広報かしまやLINEを
通じて行政・地域の

情報を発信する

市民が身近な媒体か
ら情報を取得できる

ようになる

自ら鹿嶋市の情報を
検索するSNS利用者

が増加する

市から発信された情
報を見て，イベント

等に参加する市民が
増加する

市民が，市から発信
された情報をもとに

行動を選択する

市民が，広報かしま
やLINEからの情報取
得を習慣にする

市民が，能動的に市
の情報を収集するよ

うになる

情報発信手段の

棚卸し

定期的に，情報受信
者についての分析を

実施する

情報取得に関する受

信者の傾向を掴む

情報発信の手段や頻

度が整理される

情報受信者が，少な
いストレスで情報受

信できるようになる

市民にとって，SNSが有用な情報取得手段になる 各種SNSのフォロワー数が増加する

KPI（事業指標）

施策指標

指標名 2021年度末 2023年度末 目標値 指標

人口の社会増数 -155人／年 1人／年 110人／年
（2031年度末）

ＳＮＳ等フォロワー数 40,000人 56,385人 60,000人
（2026年度末）

各種SNS（LINE，インスタ，フェイ
スブック，X）閲覧数

1,240,000件／年
（2026年度末）

各種SNS（LINE，インスタ，フェイ
スブック，Ｘ）情報発信回数

430回／年
（2026年度末）

施策指標

KPI（事業指標）

モニタリング指標①

モニタリング指標②

市外への情報発

信

市内への情報発

信

【市の魅力】
Instagram
Facebook

市内外へ鹿嶋市の魅
力が伝わる写真や情

報を広く発信する

「鹿嶋ならでは」が

SNS利用者に伝わる
SNS利用者のうち，市民は鹿嶋市の魅力に改めて気付
き，市外在住者は鹿嶋市に関心を持つようになる

インパクトのある表
紙や特集記事を検討

し，取材を実施する

各部からの行政情報
を適切な媒体・形式

で発信する

魅力的な写真と行政
情報等を兼ね備えた

広報紙が発行される

ターゲットに定めて
いるSNS利用者層へ
行政情報が届く

市内の人が，表紙に
目を引かれて広報か

しまを見る

毎月の広報かしまの
発行を楽しみにする

人が増える

モニタリング指標②

モニタリング指標①



港湾振興事業

・洋上風力発電事業
推進ビジョンの実現

・クリーンエネルギ
ー供給拠点の形成

総合戦略事業 活動 産出 直接成果 中間成果

・海洋再生可能エネ
ルギー発電設備等拠
点港湾（基地港湾）
の整備と利用促進

・グリーン成長分野
等の新たな産業創出

最終成果

事業成果

戦略４　産業創出

総合戦略事業名：港湾振興事業
市長政策事業名：①洋上風力ビジョンの推進
　　　　　　　　②鹿嶋グリーン戦略（再エネ+水素）

指標

現状値　→　目標値 現状値：2021年度末 目標値

施策指標

（目標年度：2031年度）

鹿島港周辺への投資額

（固定資産税の評価額）
263,200百万円／年 270,000百万円／年

事業指標

（目標年度：2026年度）

鹿島港外港地区を利用する

洋上風力発電事業者数
0事業者 1事業者

港湾エネルギー振興課

企業が市の意向を理

解する

市が基地港湾を使用
する事業者とのビジ
ネスマッチングを開
催する

産業用地を確保

市長がトップセール
スを行う

市民の理解が促進す

る

地元企業の事業再構

築・事業転換が進む

鹿嶋市沖WFが建設

地元企業の受注機会

が拡大する

地域に推進体制が構

築する

地元企業の事業参入

意欲が向上する

市が港湾インフラの
ニーズを把握する

国・県が事業化，予

算化を行う

市と関係団体が港湾
の機能拡充のための

国・県への要望を行
う

先進港視察

(市の知見を
広げる・増
やす)

市が企業から遊休地
等の利用協力を受け
る

国・県の事業により

港湾機能が拡充する

関連企業が鹿嶋市に

注目する

市と企業との意見・
情報交換・相談が盛
んになる

鹿島港周辺にCNに伴
う新たな産業が進出
する

基地港湾を利用する

案件が増加する

市と発電事業者が市
民・地元企業等への
セミナー等を開催す
る

鹿島港周辺への

投資額

外港地区を利用する洋上

風力発電事業者数

洋上風力産業ビジョン（第１次）　政府による導入目標の明示：洋上風力発電の導入目標を2030年までに1,000万kWの案件形成する。

鹿嶋市洋上風力発電事業推進ビジョン　戦略１：総合支援拠点の基盤をづくりと基地港湾機能の強化　戦略２：鹿嶋市・神栖市沖WFの形成

市が必要用地のニー
ズや企業遊休地等を
把握し，企業へ協力
依頼を行う

地元企業が事業に参

入する

市が発電事業者との
意見交換を行う

市が茨城県・地元利
害関係者との意見交
換を行う

市・県・利害関係者・
発電事業者が事業化に
向けた協議を行う

鹿嶋市沖が促進区域と

なる

鹿島港港湾脱炭素化推進計画　中期目標（2030年）：2013年比CO2排出量46％削減（削減量972万ｔ-CO2）。

県が主体となるCN協
議会等へ参加する

国・地元自治体・地
元企業との連携強化
が進む

CN関連企業が投資す
る

市が啓発活動を行う



施策5-2　スマートで持続可能なまちをつくる
施策の方向性　（1）持続可能な財政運営
取組　②事業の選択と集中による財政運営

最終成果産出 直接成果 中間成果

事
業
の
選
択
と
集
中
に
よ
る
財
政
運
営

安
定
し
た
財
源
確
保
と
新
た
な
自
主
財
源
確
保
の
工
夫

市が多様な事業を企画・実践

できる

市民が真に必要とする施設整

備が可能となる

将来の財政負担が減る

財政調整基金・減債基

金・特定目的基金の

残高が増加する

市の財源に

余裕が生まれる

市の財政状
況につい
て，職員向

けの説明会
を実施する

説明会に参加した職
員が増加し，状況を

理解する者が増えて
いく。

職員が事業の意義と
必要性を改めて考
え，積極的な事業の

精査，見直しが進
む。

・職員が滞納整理の必要性を認識
し，市税等の収納率が向上する

・職員が債権管理の重要性を知る

職員が国・県交付金の積極的な活用

及び可能性調査を推進する

市が手数料や負担金を
適正な額へ改正する

・事業の選択と集中が進む
・事業の断捨離が進む

・公共施設の集約化が進む

歳入が増加する

市債残高が減少する

歳出が抑制される

未利用市有財産の処分が加速する

起債の発行が

少なくなる

市がふるさと納税やネ
ーミングライツの活用

を推進する

新たな財源
が確保され

る

活動投入

財政事務経費
財政課

指標

現状値　→　目標値
現状値

2023年度末
目標値

 2022年度　全国平均
（類団平均，県内平均）

施策指標
（目標年度：2031年度）

将来負担比率 39.7％ 80％
8.8%

（12.7%，22.4%）

実質公債費比率 6.5％ 7.3％ 5.5%
（6.6%，6.4%）

事業指標
（目標年度：2026年度）

地方債の残高 160.9億円 180億円
ー億円

（299.7億円，260.6億円）

モニタリング指標
（目標年度：2026年度）

基金残高
(財調，減債，特目）

27.7億円 38億円 ー億円
(108.0億円，80.2億円）

財政調整基金残高 17.7億円 28億円
ー億円

(43.5億円，34.2億円）

経常収支比率 92.5% 86.2%
92.2%

（91.0%，91.6%）

説明会・情報発信の実施 — 5回/年 ー

地方債の
残高

実質公債費比率
将来負担比率

基金残高

経常収支比率

説明会・情報発

信の実施回数

歳出超過と
なっている
市の財政事

情を職員に
周知する

事業課が事

業の断捨離
を意識する

予算編成方
針を作成す
る

将来負担比率　算出式

　将来負担額(Ａ)ー充当可能財源等(Ｂ)　　　　  5,607,720

　標準財政規模(Ｃ)ー参入公債費等(Ｄ)　　　　14,098,828

39.7%

（Ａ）

将来負担額

24,839.502

地方債の現在高　　　　　：16,087,335
公営企業債等繰入見込額　：  3,714,092
組合負担等見込額　　　　：  1,162,930
退職手当負担見込額　　　：  2,701,535
設立法人の負債額等負担見込額：　5,146

（Ｂ）

充当可能財源等

18,670,019

充当可能基金　　　　　　：  5,179,916
充当可能特定歳入　　　　：     121,664
基準財政需要額算入見込額：12,761,738

（Ｃ）

標準財政規模
15,280,609　

（Ｄ）

算入公債費等
1,181,781　

経常収支比率　算出式

　　　　　経常経費充当一般財源

　　　　　　　経常一般財源等

92.5%

経常経費充当一般財源 13,323,119

経常一般財源

・地方税
・地方譲与税

・利子割交付金
・配当割交付金
・地方消費税交付金

・普通交付税
　　　　　　　等

14,396,812　

（内臨時財政対策債）

27,200　



研修受講延べ人数

複雑化した
地域行政課題
に対応し，
市政を積極的
に支える職員
が，組織に
おいて活躍し
ている。

直接成果 中間成果

市
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

最終成果

事業成果

事業名：　職員研修経費　（ 総合計画　施策５－２（１）：持続可能な財政運営　⑤職員の人財育成と定員，給与の適正化 ）

活動 産出

職員のヒューマンスキル（対人関
係・人間理解能力）が向上する。
　・コミュニケーションスキル
　・プレゼンテーションスキル
　・交渉スキル
　・マネジメントスキル
　・ヒアリングスキル
　・コンプライアンス
　・チャレンジ精神

誠実
市民から信頼される鹿嶋市職員として，責任感と高い倫
理観を持ち，全体の奉仕者として行動している。

資格取得者数

指　　標

現状値　⇒　目標値 現状値：2024年度 目標値

指定研修における受講率・研修内容に満足した受講者割合
受講率：９０．０ ％　（ 368人受講／409人指定 ）

　   満足度：８９．９％　　
受講率：１００ ％
満足度：１００ ％

研修受講者延べ人数（指定研修を除く。） ８８ 人 １９０ 人
（一般職員の半数以上が希望する研修を受講している組織を目指す）

資格取得者延べ人数 １７ 人 ４０ 人
（一般職員の5％以上が新たな資格を取得している組織を目指す）

人柄

マネジメント

職員が年代ごとに公務員として身
につけるべき内容を扱う研修を受
講する。

職
員
研
修
経
費

投入

献身
鹿嶋を愛し，常に鹿嶋市のためにという使命感の下，市
民を思いやり・寄り添い・時には向き合うことで，組織
への貢献を通じて市民の想いを形にし続けている。

尊重
職員がお互いに尊重し，話し合い・助け合い・教え合
い・理解し合い，ともに成長かつ能力を活かすことがで
きる職場が形成されている。

高い技術・能力
職員が積極的にスキルアップに取り組み，必要な技術・
能力が向上し続けている。

豊富な知識・経験
職員が必要な知識の蓄積・習得など，自らを磨き続け，
一歩一歩確実に成長し続けている。

職員のコンセプチュアルスキル
（概念化能力）が向上する。
　・ロジカルシンキング
　　（論理的思考）
　・クリティカルシンキング
　　（批判的思考）
　・ラテラルシンキング
　　（水平思考）
　・戦略的思考
　・問題解決スキル

職員のテクニカルスキル（業務
遂行能力）が向上する。
　・専門スキル
　・情報収集スキル
　・分析スキル
　・資料作成スキル
　・ITスキル

研修担当課が，職員のヒューマ
ンスキル及び鹿嶋市職員として
の使命感を高めるために必要な
研修の制度・機会を創出する。
　・階層別研修
　・特別研修
　　　　　　　　　　など

研修担当課が，職員のテクニカ
ルスキルを高めるために必要な
研修の制度・機会を創出する。
　・実務研修
　・提案型研修
　・資格取得助成
　・OJTの推進
　　　　　　　　　　など

職員が部署の要請に応じた専門的
な研修を受講する。

職員が自ら企画し，学びのための
研修を受講する。

職場内において職員が学びの機会
に触れ，自己啓発が促される。

職員が職場外でも学びの機会に触
れ，自己啓発が促される。

研修受講者が，在職年数に応じ必
要な意識・能力を身につける。

職員が，業務に必要な能力，より
専門的な知識・技能を身につけ
る。

職員が自己啓発に励み，職員とし
ての資質向上が図られる。

連携
職員全員がタテ・ヨコ・ナナメに強い絆で結ばれ，常に
連携するチーム「オール鹿嶋市」として，柔軟性とスピ
ード感を持って行動できる組織が形成されている。

知識・技能

KPI

　職員研修以外の人事制度の運用
　　給与制度，勤務条件の整備，人事評価制度，人事異動，安全衛生，職場環境整備，働き方改革，行政組織の見直し，採用活動　　など

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

自立
管理職と一般職それぞれが組織と自らを管理し，成果を
実現するチームとして機能している。

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

職員や所属長からの意見聴取により組織の状態を把握し，活動にフィードバック職員の意識 所属長の認識

研修担当課が，職員のコンセプ
チュアルスキルを高めるために
必要な研修の制度・機会を創出
する。
　・階層別研修
　・特別研修
　・派遣研修
　　　　　　　　　　など

研修担当課が，職員の自己啓発
に係る制度・機会を創出する。
　・自主研修支援
　・研修メニューの周知
　・学びの環境づくり
　・OFF-JTの推奨
　　　　　　　　　　など

職員が役職ごとに行政運営にあた
って身につけるべき内容を扱う研
修を受講する。

研修受講者が，役職に応じ必要な
意識・能力を身につける。

意見
聴取

受講率・満足度



活動 直接成果 中間成果

総合的な
子ども子育て支
援の充実

最終成果

事業成果

こども相談課

投入 産出

・地域子育て支援
運営経費
　直営運営費
　管理費

・地域子育て支援
拠点事業
（市内3カ所）
　委託費
　補助金

子育て中の保護者が
子育ての楽しみや喜
び，悩み，不安など
を共有できる場所が
ある

子育て中の利用者
同士が交流する機
会が増える

子育て中の親子の
交流の場が提供さ
れ親子同士の交流
の促進が図られる

子育て中の保護者
が孤立することな
く育児ストレスや
育児不安が軽減す
る

子育て中の保護者が

子育て情報を多方面

から取得し取捨選択

しながら有効に活用

できる

保護者が
安心して子育

て
できる

こどもが多様なプロ

グラムにより遊びの

幅を広げ子ども同士
が交流できる

子育ての悩みや心
配ごとなどの相談
支援体制が整う

子育てに関する情
報提供体制が整う

こどもの遊び場が
提供され子どもの
遊びの環境が整う

子育て中の保護者
が子育て関する相
談支援を受けるこ
とができる

子育てに関する学
びや体験の機会が
提供される

子育て中の保護者
が子育ての知識や
技術を増やすこと
ができる

子育て中の保護者
が子育ての知識の
習得やリフレッシ
ュができる

子育てサークル活
動や子育て支援団
体の活動が活発に
なる

総合戦略
事業

地域子育て
支援拠点事業

子育て中の親子が
地域とのつながり
を深めることがで
きる

ＫＰＩ

戦略１　子育て支援  （1）まちぐるみで子育てを応援する

現状値→目標値

施策目標
（目標年度：2031年度）

事業指標
（目標年度：2026年度）

指標

出生数

出生率

地域子育て支援拠点の利用割合
（地域子育て支援センターの
未就学児童の利用登録割合）

地域子育て支援センターを利用
している保護者の満足度
（地域子育て支援センター利用
者アンケートにおける10点満点
中の満足度）

目標値

425人／年

6.75%／年

80%／年

2021年度末

450人／年

6.75%／年

9.2%／年

－

2024年3月末

369人／年

5.613%／年

62.3%／年

－

地域子育て支援セ
ンターの利用者が
増える

ＫＰＩ

モニタリング指標
モニタリング

8点以上の割合が80%

市が専門職（保育士・
保健師・管理栄養士）

による育児相談を
行う

市営地域の子
育て支援セン
ターの開設

(セイビ堂ドリ
ームパーク）

地域の子育て
ひろばの開設
(市内3か所）

・運営委託1カ所
・運営補助2カ所

市が
支援室や園庭を
開放する

市が
子育てイベントや
講習会等を
開催する

市が市HPやSNS等
を活用し
子育て情報を
発信する

市が
子育てサークルの
活動を支援する（各
種イベント等を活用し保

護者同士の自主的な交流

を支援する）

モニタリング

子育て中の親子が
気軽に子育て支援
センターを利用す
ることができる



活動 直接成果 中間成果

生活習慣病
の発症予防
と

重症化予防
の推進

最終成果

事業成果

戦略３　健康づくり支援  （２）予防と適切な医療により心身ともに健康に過ごす

施策指標３－２：平均自立期間

指標

現状値　→　目標値 現状値：2021年度末 目標値

施策指標

（目標年度：2031年度） 平均自立期間
男性：79.6年

女性：83.7年

男性：80.0年

女性：84.0年

KPI

（目標年度：2026年度）

特定健康診査受診率 32.0％／年 60.0％／年

特定保健指導の実施率 52.0％／年 60.0％／年

モニタリング指標

（目標年度：2026年度）

生活習慣改善取組済

（6か月以上）の割合 18.7％ 増加

モニタリング指標

（目標年度：2026年度）

高血圧・脂質異常症・糖尿病

患者割合の減少（国保）

高血圧（20.3％）・脂質異常症（15.9％）・糖

尿病（9.8％） 減少

モニタリング指標

（目標年度：2026年度）

脳血管疾患・虚血性心疾患・

糖尿病性腎症患者割合の減少（国保）

脳血管疾患（5.11％）・虚血性心疾患

（5.16％）・糖尿病性腎症（0.03％） 減少

保健センター

投入 産出

特定健康診査等
事業費

関係機関と調整し，特
定健診の日程を確保す

る。

訪問員の雇用や，対

象者抽出・保健指導
計画の策定，カンフ

ァレンスの実施等、
効果的な訪問指導体
制の構築を図る。

身近な場所で特
定健康診査を受
診できる体制が

整う。
保健センター職員
・事務職員

・保健師６名
・管理栄養士3名

予　　算
（委託料・報酬・通
信運搬費・消耗品等）

実施会場
保健センター
大野公民館
はまなす公民館

訪問用車両

受診者が健診の重要

性がわかる

(関心度の向上）

受診者が生活習

慣病のリスク保

有状況がわかる

                   
(理解度の
向上)

受診者が健診受診を

継続する

(受診の習慣化）

自分の健康状態
を把握する市民
が増える

必要な治療を継
続する市民が
増える

◎高血圧・脂質異
常症・糖尿病患者
割合の減少

◎脳血管疾患・虚
血性心疾患・糖尿
病性腎症患者割合

の減少

メタボ等対象者が生

活習慣の改善方法が

分かり，自分で選択

し，継続的に行動で

きる

（適切な生活習
慣の獲得）

特定健診対象者
が特定健康診査

受診

メタボ等対象
者が保健指導
を受ける

メタボ等対象者が，

「放置をするとどう

なるのか」，「どの生

活習慣（栄養・運

動・休養等）を改善

すればリスクが減ら

せるのか」かがわか

る

（理解度の向上）

適切な生活習慣
を継続する市民
が増える

生活習慣改善6か
月以上の割合

特定保健指導率

重症化予防対象者が

重症化予防のための
受診・継続治療

が出来る

(受診の習慣化）

市が特定保健指
導・重症化予防指
導を実施する。

重症化予防対象者が

治療の必要性を理解

する

(理解度の向上）

特定健診受診率

重症化予防（要

医療）対象者が

重症化予防保健

指導を受ける

保健指導実施率

対象者全員へ受診券
を発送し，特定健診

実施の周知を行う。

関係機関等と調整
し，集団健診の実施
体制を整える（予

約・会場設営・当日
運営等）

【未受診者通知】

2回目通知で1月期健診
の予約なし日を周知

【MVM事業】
MVM事業申込者のう
ち，健診未受診者へ
受診勧奨を行う。

市民が特定健
康診査受診の
必要性を理解
する。

広報紙，HP，区長回覧
など，あらゆる機会を

通じて特定健診の必要

性を周知する。

【未受診者通知】

特定健診未受診者に対

し，受診の必要性やメ

リットを伝える。

受診しやすい集
団健診の日程が
設定される。
・土日

・予約なし日



市民がを身近な医
療機関で二次救急
医療を受けること

が出来る

活動 直接成果 中間成果

地域医療体制の
維持・確保

=
市民が安心して受
診できる医療体制
が維持・確保され

ている。

最終成果

事業成果

戦略３　健康づくり支援  （２）予防と適切な医療により心身ともに健康に過ごす

指標

現状値　→　目標値 現状値：2021年度末 目標値

政策指標（目標年度：2031年度） 平均自立期間
男性：79.6歳
女性：83.7歳

男性：80.0歳
女性：84.0歳

モニタリング指標（目標年度：2031年度） 休日当番医協力医療機関数 1８医療機関 現状値維持

施策指標（目標年度：2031年度） 循環器内科医確保数（寄付講座分） 0人 2人（派遣枠の維持）

モニタリング指標（目標年度：2031年度） 市内医療機関　搬送割合 51.8％ 現状値より増加

モニタリング指標（目標年度：2031年度） 鹿行管内医療機関　搬送割合 82％ 現状値より増加

モニタリング指標（目標年度：2031年度） 平均救急搬送時間 49.4分 43.3分（令和元年度県平均値）

モニタリング指標（目標年度：2031年度） 新規修学資金貸与者数（R5〜毎年度） 0人 3人

モニタリング指標（目標年度：2031年度）
新規市内医療機関就職者数

（R9年度〜毎年度）
0人 3人

保健センター

投入 産出

救急医療対策経費

保健センター職員

予　　算
（委託料・負担金・
補助金・寄附金）

【診療体制支援】
（初期救急）

関係機関と調整を行い，初期救急診
療体制への支援を行う。（在宅当番
医・鹿行南部地域夜間救急協力医療

機関運営事業）

【医師確保】
茨城県と連携し「茨城県地域循環
器救急医学寄付講座」開設・運営

のための寄付を行う

二次救急医療受け入れ体制が確
保される

医療機関の救急医療体制が確保
される

不足する診療科が確保・維持され
る

【医師確保】
鹿嶋市が鹿行保健医療圏地域医療

構想会議へ参画し，不足する診療

科の医師派遣を「茨城県地域医療

対策協議会」へ要望する。

医師会が，在宅当番医
体制構築のための経営

的準備が整う

可

循環器内科医数　(寄付講座分）

市民が，必要な医
療を受けることが

出来る。

市民が休日・夜間
に必要な初期救急
医療を受けること

が出来る

市内医療機関
救急搬送割合

鹿行管内医療機関
救急搬送割合

平均救急搬送時間
救急搬送時間(中央値）
救急搬送時間（最頻値）

不足する診療科
の医師が確保さ

れる

各医療機関におい
て，診療をするた
めの，医師をはじ
めとする人材的体
制が整う

申請医療機関が医師を新規

に雇用する経営的準備が出

来る

医科大学が寄付講座を
開設し，市内医療機関
へ循環器内科医が派遣

される

茨城県地域医療対策協
議会が要望を審議する

備　　　　　考

　地域医療については，茨城県の責任のもと「保健医療計画」「医師確保計画」等により推進され
ている。
　その中で救急医療について，保健医療計画では「初期救急」は「市町村単位での実施」と明記され，
現在、市町村の主導のもと「在宅当番医制」（単独）や「夜間救急医療協力医療機関運営事業」
（鹿行3市）にて整備を行ている。
　また二次救急については，県の対応と併せ，対応する市町村もあり，当市を含めた鹿行南部地域に
おいては「病院群輪番制」（鹿行南部三市），あるいは「二次救急病院運営費補助金」（単独）にて
医療機関支援を行っている。
　加えて医師不足・医師偏在是正について茨城県は「地域医療対策協議会」を開催し，医育大学大学
からの医師不足地域への医師派遣の協議を行っている。
　現在，県（潮来保健所）は鹿行地域（二次医療圏）の医療提供体制や医師偏在について，主要医療
機関や市町村，関係団体代表等を一堂に集めた「地域医療構想調整会議」を開催している。会議では
病院機能の分化・連携推進を含めた，医療提供体制を実現するための施策の方向性や医師の派遣等に
ついて協議し「地域医療対策協議会」への要望を行っている。
　総合計画における基本施策「スポーツに親しみ健康に生きる」の施策の方向性としての「地域医療
体制の充実とヘルスケアの推進」は，「地域医療体制の維持・確保」だけではなく「生活習慣病の
発症予防と重症化予防の推進」や「感染症対策の推進」「次世代ヘルスケアへの取組推進」等，
重層的に推進を行っていく必要である。　

休日・夜間の初期救急受入医療
機関が確保される

休日当番医制協力医療機関数

看護学生修学資金貸与事業

看護学生が修学する
ための準備が出来る

看護学生が修学・
国家資格取得後，
市内医療機関へ就

職する。

市内医療機関が，看護師を確保
でき，医療提供体制が確保・維

持される。

新規就職者数新規貸与者数

市内医療機関の循
環器内科医が確保

される

【新規医師確保】
医療機関の新規医師確保支援のた
めの補助金交付事業を行う。

各医療機関が，医療提
供体制を整える経営的
準備が出来る

否

【診療体制支援】
（二次救急）

関係機関と調整し二次救急診療体制
への支援を行う。

（二次救急告示病院救急医療強化事
業（補助金交付・鹿行南部地域病院
群輪番制運営費補助金交付）



投入 活動 産出 直接成果 中間成果

脱炭素への取組と気
候変動への適応

●市域の温室効果ガ
ス排出量（エネルギ
ー起源二酸化炭素）
が減少している

最終成果

事業成果

施策４－３　豊かな鹿嶋の海や緑を未来へつなぐ

施策の方向性　地球環境に配慮した持続可能なまちづくり

取組　①脱炭素への取組と気候変動への適応

環境政策課
地域省エネ事業

市が太陽光と連携した

蓄電池補助金を市民へ

募集する

市は省エネに関する
職員研修を実施する

市民や事業者からの
温室効果ガスが
削減される

市民が補助制度を活用

し，太陽光に付随した蓄

電池を導入する

市民は蓄電池により再生
可能エネルギーを有効活

用できる

市が鹿嶋市地球温暖化

対策実行計画（事務事

業編）を策定する

市が公共施設で導入可

能な再生可能エネルギ

ーや補助金等の情報提

供を行う

公共施設の再生可能エネ
ルギー導入箇所が増える

市施設の温室効果
ガスが削減される

市が環境展，省エネ
キャンペーンなどで

啓発する

市民や事業者は省エネ

の情報や市の温暖化問

題に対する取組状況を

把握する

職員は温室効果ガス削減
に向けた取組みを理解す

る

担当課が再生可能エネル
ギー導入を検討する

省エネや温室効果ガ
ス削減に関する市民
の関心や意識度を把

握する

市が鹿嶋市環境基本
計画を策定し情報を

発信する

職員は担当課で省エネに
ついて検討する

職員は事業の省エネ化や
温室効果ガス削減に取り

組む

市民や事業者が省エネ機
器や再生可能エネルギー
機器の導入に取り組む

モニタリング指標

内容 目標値 備　考

市施設の温室効果ガスの削減（KPI①） △4％/年

省エネや温室効果ガス削減に関する市民の意識調査
（KPI②） 500件 毎年度実施

再生可能エネルギー導入箇所数（KPI③） 23箇所 令和7年度まで
21箇所（令和3年度）

KPI③

KPI①

蓄電池を採用したい
人が増えるきっかけ
づくりになる

蓄電池を導入したい
人が増える

鹿嶋市の環境に関す
る取り組みがビジュ
アル化される。

啓発活動により、省
エネや温暖化問題に
触れる機会が提供さ

れる

職場内における研修
が行われる

職員は省エネについ
て考える機会が提供

される

策定内容が職場内に
提供される

職員は地球温暖化問
題を考える機会が提

供される

職員は再エネに関す
る国の補助金等を考
える機会が提供され

る

市民や事業者が環境に配
慮した行動をとる

省エネ機器や再エネ機器

が温暖化対策に有効であ

ることを学ぶ

一人ひとりの日々の行動

が重要であることを学ぶ

職員は再エネに関す
る国の補助金等の活
用方法を理解する

温室効果ガス削減目標

内　容
現　状

（2021年度）

目標値

（2026年度）

目標値

（2031年度）

総合計画
施策目標：市域の温室効果ガス排出量

（エネルギー起源二酸化炭素）

-
1,138.4千t

***
△50％
1,126千ｔ

総合戦略
事業指標：市施設の温室効果ガス排出量

（エネルギー起源二酸化炭素） 5,432.2t
△20%
4,371.7t

***

2021年度比

※施策目標を当初△26％（1,667千ｔ）に設定していたが，令和3年度の国の基準見直しに伴い2013年度
（2,253千ｔ）比△50％（1,126千ｔ）に再設定

省エネや温室効果ガ
ス削減に関する市民
の意識が高まる

KPI②

再生可能エネルギーに
よる電気購入を検討する



エモい
ふるさと納税なら

鹿嶋

ふるさと納税
推進事業

投入 活動 産出 直接成果 中間成果 最終成果

事業成果

地域ブランド

戦略室

施策５－２　スマートで持続可能なまちをつくる

施策の方向性　（１）持続可能な財政運営
取組　③安定した財源確保と新たな自主財源確保の工夫

鹿嶋市へのふるさと
納税寄附額が増える

令和7年度目標
寄附額：6億円

令和８年度目標
寄附額：10億円

共通返礼品の
出品交渉がまとまる

必要な分の在庫が
確保される

返礼品が充実する

ポータルサイトの
ページアクセスが
増加する

ポータルサイトの
転換率が上がる

寄附単価が上がる

鹿嶋らしい
返礼品

返礼品開発

応援共感

ブランディング

鹿嶋ならでは
の使い方

市が共通返礼品の調
査を行い，追加の交

渉を行う

県内他市で人気の共
通返礼品が実装され

る

露出が増える

メディアに取り上げ
られる回数が増える

SNS指標が上る

リリース回数
が増える

広告指標が上る
市が中間事業者と効果
的な広告運用を行う

取組みが寄附者の
興味関心を引く

市が積極的な
情報発信を行う

市が返礼品・事業者
の取材を行う

市が他市の人気返礼
品の調査を行い，新
規開発の交渉を行う

他市の人気返礼品の
出品交渉がまとまる

他市の人気返礼品が
実装される

返礼品価格の値上げ
見直しが行われる

高評価レビュー返礼
品の価格が上がる

市が他市同等品の
価格調査を行う

返礼品供給

市が供給不安の返礼品
を抽出し調査を行う

供給不安の返礼品の
現況が判明する

原材料事業者と加工
事業者のマッチング
ができるようになる

年間を通して寄附募
集が可能になる

市が返礼品・事業者
のストーリーを発信
できるようになる

市が提案する「使い
道ファーストなふる

さと納税」への共感
を得る

市が寄附者の応援を
喚起する使い道を訴

求するクラファンを
企画する

市が寄附の活用実績

を見える化させる

市が使い道ファース

トなふるさと納税ク
ラファンを実施する

使途のPR

使途の明確化
市が寄附の活用実績

を寄附者に公表でき
るようになる

市が「寄附が活用される

自治体」という認知と信
頼を獲得する

市がポイント廃止後の
お得なだけじゃないふ

るさと納税の話題に乗
れるようになる

寄附者が

使途に共感する

共感・応援ベースの
寄附が行われる

寄附額

返礼品品質

市が低評価レビューの
検証を事業者と行う

低評価レビューの
原因が判明する

低評価レビュー返礼
品の見直しがされる

返礼品の品質が確保
される

レビューが
改善される

市が地銀等を活用し
新規返礼品事業者を

開拓する

新規返礼品事業者との
ネットワークが繋がる

市が返礼品製造・供
給体制について協議
ができるようになる

新規返礼品が
追加される

市が応援共感に繋が

りそうな庁内の取り
組みを集める

指標

現状値　→　目標値 現状値(2024年度末) 目標値

モニタリング指標 PV/CVR/寄附単価 ー 指標の向上

事業目標(目標:2026年度) ふるさと納税寄附額 66,955千円 1,000,000千円

3
指
標
の
向
上

返礼品開発

返礼品供給

返礼品品質

応援共感

ブランディング

使途のPR

市側から見た現場戦術視点
アクセス数×転換率×寄附単価

市場側から見た戦略視点
市場拡大×市場シェア拡大

事業者が商工・農林
の補助金を活用した
返礼品開発を行う

補助金を使った返礼
品が開発される

「売れる」確率が高
い返礼品が実装され

る



鹿嶋市に来た
人が情報発信
（SNS）する

　観光客が増える

観光事業

投入 活動 産出 直接成果 中間成果 最終成果

事業成果

施策４－１　既存産業のチャレンジを応援する

施策の方向性　（１）観光業のチャレンジ推進

指標

現状値　→　目標値 現状値：2021年度末 目標値
施策指標（目標：2031年度） 市内主要宿泊施設の宿泊者数 40,000人／年 120,000人／年

事業目標（目標：2026年度） スポーツ合宿の宿泊者数 2,500人／年 8,000人／年
モニタリング指標①
（目標：2026年度）

ツアー催行の増加数
※市営宮中地区駐車場の大型バス数でモニタリング

ー 50台／年

モニタリング指標②
（目標：2026年度）

体験型コンテンツ増加数 ー 10件

モニタリング指標③
（目標：2026年度）

観光入込客数 2,498,550人／年 3,000,000人／年

モニタリング指標④
（目標：2026年度）

フィルムコミッション実績数 13件／年 30件／年

モニタリング指標⑤
（目標：2026年度）

市の情報発信数
※市公式SNS発信数

23件／年 50件／年

商工観光課

DMOが新たなツーリズムを
企画する

市がイベントを実施する
市外からイベントを

目的に人が来る

情報を聞いた人が
鹿嶋市に関心を持ち

鹿嶋市を調べる

DMOが補助金を申請する

市が観光に関する情報

を発信する

観光入込客数

市や東国水郷観光推進協議会

がモニターツアーを実施する

市が観光に関する情報
を収集する

（新しい観光資源や体験型観
光など）

市がDMOと定期的に
課題共有する

インフルエンサーがPRする

市内外の人に

鹿嶋市の情報が伝わる

DMOがサッカー中心に
合宿客を呼び込む

鹿嶋市に来て
宿泊する人が

増える

市が人気ロケ地となり
テレビ番組等が

放送される

市がテレビ局や制作会社，

他自治体にヒアリングする

ツアー催行の

増加本数

市がテレビ局や制作会社に

番組制作を働きかける

市がフィルムコミッション

事業で撮影隊を受け入れる

市がロケ地として

認知される

鹿嶋市に来る人

が増える

鹿嶋市に来て
体験する人が

増える

市内商業者
のモチベー

ションが
高まる

地域の消費
活動が拡大

する

市内商業者
の受入体制

が向上する

観光G 商工労政G

市内の観光スポットや飲食店
を紹介するテレビ番組等が

放送される

スポーツ合宿の

宿泊者数

市内主要宿泊

施設の宿泊者数

市の情報発信数
体験型コンテンツ

増加数

ﾌｨﾙﾑｺﾐｯｼｮﾝ

実績数



購買活動が
活発になる

人気店が

増える

投入 活動 産出 直接成果 中間成果 最終成果

事業成果

指　標

現状値　→　目標値 現状値：2021年度末 目標値：2024年度 現状値：2024年度末 目標値：2029年度

施策目標（目標：2024年度）
域内の新規出店舗数

※チャレンジショップ補助店舗数とは相違
7店舗 14店舗 17店舗 22店舗

施策目標（目標：2024年度）
【新規】人気店数

（SNSフォロワー数1,500人以上の店）
ー ー ー 5店舗

事業目標（目標：2024年度） チャレンジショップ補助店舗数 5店舗 14店舗 14店舗 19店舗

事業目標（目標：2029年度） 新ブランド商品の完成数 － － 0個 3個

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ指標①（目標：2024年度） 空き店舗物件数 － 現状から10件減少 現状から12件減少 現状から17件減少

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ指標②（目標：2024年度） 【新規】創業セミナー受講者の創業実績者数 ー ー ー 30人

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ指標③（目標：2024年度） セミナー出席者のうち情報発信に慣れた事業者数の割合 0% 50% 66.7% －

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ指標④（目標：2029年度） お試しチャレンジショップ希望者数 － － 0店舗 6店舗

商工観光課

商工業振興事務経費

チャレンジショップ
支援事業

市がﾁｬﾚﾝｼﾞｼｮｯﾌﾟ補助
金を交付する

市が中活計画内の空
き店舗を把握する

市が経営アドバイス
を行う商工会を支援

する

事業者が資金調達を
しやすくなる

新規出店
希望者が

増える

施策４－１　既存産業のチャレンジを応援する

施策の方向性　（３）商工業のチャレンジ促進
取組　③起業・創業体支援体制の充実

市と商工会が
金融機関と連携する

市が商工会の
創業セミナーを支援

事業者が物件調達を

しやすくなる

出店希望者が経営の
ノウハウを学べる

出店希望者が経営の
知識を習得できる

お店が
増える

エリアの
魅力が
高まる

中心市街地が
活性化する

空店舗物件数

市が既存店の情報
発信を支援する

投稿がバズる事業
者が出て来る

来店者が情報
発信する

来店者が増える

域内の新規

出店舗数

市がお試しﾁｬﾚﾝｼﾞｼｮｯ
ﾌﾟ運営事業者を選
定し，⽀援する。

運営事業者が
物件を確保，
改装する

新規出店希望者が低
リスクでお試し出店
が可能となる

運営事業者が
出店事業者を
募集する

新規出店希望者
がお試しで
出店する

事業者が市内で
新規出店する

お試しの結果
このままでは
難しいとわかる

事業者が
事業内容を
見直す

SNSを活用して情
報発信する事業

者が増える

補助事業者が資金の
一部を調達できる

事業者が資金を
借り易くなる

市内外の人に
情報が伝わる

事業者が空き店舗を

借り易くなる

市が商工会に新ブラ
ンド開発のためのビ

ジネスコンテストの
実施を委託する

商工会が地域の
事業者と連携し

ビジネスコンテ
ストを実施する

多くの事業者が参加
し、良いアイデアが

生まれる

事業者が良い意
味で競い合う場

ができる

良いアイデアに商工会が
国補助申請を支援する

良いアイデアに投資しても

良いという人が現れる

補助金や投資資金を活用
して、事業者が新商品を
制作、販売する

新たなふるさと納税
の返礼品となる

希望者数

【経済振興部３課連携事業】

新商品の完成数

ｾﾐﾅｰ受講者の
創業実績者数

補助店舗数

人気店数



投入 活動 産出 直接成果 中間成果

新たな担い手
の育成が図ら
れる

最終成果

事業成果

施策４－１　既存産業のチャレンジを応援する

施策の方向性　農水産業のチャレンジ促進
取組　①新たな担い手の育成・支援

指標

現状値　→　目標値 現状値（2024年度末） 目標値

施策指標（目標：2031年度） 農水産物売上額 3,066百万円／年 2,400百万円／年

事業指標（目標：2026年度） 認定農業者数 118人 141人

モニタリング指標（目標：2026年度） 農産物売上額 1,457百万円／年 1,450百万円／年

農業振興事業

農林水産課

農業者，販売業者と
の情報交換により農
業技術や市場ニーズ
の理解を深める。

市への新規
就農相談者
が増加する

市への認定
農業相談者
が増加する

農業者
の農業
生産性
の向上
が図ら
れる

農業者が農業
機械・施設整
備を行う

農業者の販路
拡大につなが

る

農業者
の農業
所得が
向上す
る

市内の認定農業者が
増加する

市が農地中間管理機
構を活用した利用権
設定を推進する

就農者が経営改
善計画を策定
し，認定を受け

る。

新規就農者が青
年等就農計画を
策定し，認定を
受ける。

農業者が補助事業・
資金貸付制度を活用
し，離農する農家が

減少する

ノウハウが
蓄積され，
各農家の現
状により取
れる選択肢
が増える。

農業者
の農業
経営が
安定す
る

農地貸付希望
者から農地中
間管理機構へ
の農地貸付が
増加する

市内の耕作放
棄地発生が抑
制される

農地中間管理機構から担い手へ農地が集積される

認定農業者数

農水産物売上額

農産物売上額

農業に
対する
関心が
高まる

農業の
魅力が
拡大す
る

農業者の経費
が削減される

市が地域農業再生協議

会による経営所得安定

対策への補助を行う

市が認定農業者等連絡協

議会による認定農業者へ

の農業経営・農業技術向

上の活動への支援を行う

市が農業団体の地場産

品PR事業・ 天敵昆虫剤

購入・有機農業事業等

への補助を行う

農業団体へ
の相談者が
増加する

就農者が高単価
作物の栽培指導
や，課題解決に
活用できる事業
のノウハウを得

る

農業団体への所属農
家が増加する

市が主食米以外を作付

けする農業者に対して

補助を行う

自らの強
みにあわ
せた差別
化した農
産物の生
産を行う

水田の耕作が
増加し，営農
計画書の提出
が増える。

市は新たに就農する者

に新規就農総合支援金

を交付する。



交通安全プログラム
に位置付けられた路

線の危険箇所が解消
される

指標

現状値　→　目標値 指標 2021年度末 現状値：2025年9月末 目標値

事業指標
（目標年度：2026年度）

交通安全プログラムに計画されている

整備延長
8,000ｍ 9,003ｍ 9,000ｍ

モニタリング指標
(目標年度：2026年度)

道路改良率 54.1% 54.7% 54.5%

事業費

人件費

投入 活動 産出 直接成果 中間成果 最終成果

事業成果

施設管理課

8010交通安全
対策特別交付金

事業
通学路安全対策推進会議（総務就学課）の

開催

交通安全施設（白
線，ガードレール，

カーブミラー等）が
修繕及び整備される

総合計画の
「取組」

施策5-1　コンパクトで安全なまちをつくる

施策の方向性　（4）日常のリスクに備えるまちづくり
取組　➁交通安全対策の充実

事業費

人件費

施設管理課

3322道路維持
補修費

市が地区，市民及

び関係機関（国，
県，警察，学校な

ど）から補修の必
要な箇所の要望を

受ける

市が要望内容を整
理して，関係機関
（国，県，警察，

学校など）と情報
連携を行う

市道（道路，側溝等）
が修繕及び整備され

る

交通安全対策の充実

市が現場パトロー
ルにより補修の必

要な箇所を発見す
る

事業費

人件費

市が補助事業の対象となるよう，県と調整

を行う道路建設課

8184幹線道路
整備事業

市が地元説明会の周知・開催を行う

市が用地測量業務，詳細設計，用地買収

（物件補償）及び工事を実施する

幅広い整備された道

路の延長が広がる

安全安心な道路環
境が生まれる。

（ハード）

モニタリング

KPI

モニタリング

協議路線が補助採択

を受ける

地元住民が事業を理
解し，事業への協力

が得られる

対象路線の事業が進

捗する

市が要望内容を整
理して，工事を発

注する

KPI
市民の交通安全に対
する意識が向上する

（ソフト）

教育委員会，交通防災課

協力による通学路・交通

安全対策事業

市が通学路の安全点検を実施する

市が交通安全協会や交通安全母の会と連携

する

連携者による交通事
故防止活動が実施さ

れる

市民が交通事故防止

活動を認識する

市が児童・生徒へ通
学路の危険箇所を周

知する

児童・生徒が通学路
区の危険箇所を認識

する

市民が整備効果を実

感する

事業費

人件費



交通安全プログラム
に位置付けられた路
線の危険箇所が解消
される

指標

現状値　→　目標値 指標 2021年度末 現状値：2023年度末 目標値

事業指標
（目標年度：2026年度）

交通安全プログラムに計画されている

整備延長
8,000ｍ 8,873ｍ 9,000ｍ

モニタリング指標
(目標年度：2026年度)

道路改良率 54.1% 54.2% 54.4%

事業費

人件費

投入 活動 産出 直接成果 中間成果 最終成果

事業成果

施設管理課

8010交通安全
対策特別交付金

事業
通学路安全対策推進会議（総務就学課）の

開催

交通安全施設（白
線，ガードレール，
カーブミラー等）が
修繕及び整備される

総合計画の
「取組」

施策5-1　コンパクトで安全なまちをつくる

施策の方向性　（4）日常のリスクに備えるまちづくり
取組　➁交通安全対策の充実

事業費

人件費

施設管理課

3322道路維持
補修費

市が地区，市民及
び関係機関（国，
県，警察，学校な
ど）から補修の必
要な箇所の要望を

受ける

市が要望内容を整
理して，関係機関
（国，県，警察，
学校など）と情報
連携を行う

市道（道路，側溝等）
が修繕及び整備され
る

交通安全対策の充実

市が現場パトロー
ルにより補修の必
要な箇所を発見す

る

事業費

人件費

市が補助事業の対象となるよう，県と調整
を行う

道路建設課

8184幹線道路
整備事業

市が地元説明会の周知・開催を行う

市が用地測量業務，詳細設計，用地買収
（物件補償）及び工事を実施する

幅広い整備された道
路の延長が広がる

安全安心な道路環
境が生まれる。
（ハード）

モニタリング

KPI

モニタリング

協議路線が補助採択
を受ける

地元住民が事業を理
解し，事業への協力

が得られる

対象路線の事業が進
捗する

市が要望内容を整
理して，工事を発

注する

KPI
市民の交通安全に対
する意識が向上する

（ソフト）

教育委員会，交通防災課

協力による通学路・交通

安全対策事業

市が通学路の安全点検を実施する

市が交通安全協会や交通安全母の会と連携
する

連携者による交通事
故防止活動が実施さ

れる

市民が交通事故防止
活動を認識する

市が児童・生徒へ通
学路の危険箇所を周

知する

児童・生徒が通学路
区の危険箇所を認識

する

市民が整備効果を実
感する

事業費

人件費



指標

現状値　→　目標値 指標 2021年度末 現状値：2023年度末 目標値

事業指標
（目標年度：2026年度）

交通安全プログラムに計画されている

整備延長
8,000ｍ 8,613ｍ 9,000ｍ

モニタリング指標
(目標年度：2026年度)

道路改良率 54.1% 54.2% 54.4%

事業費

人件費

投入 活動 産出 直接成果 中間成果 最終成果

事業成果

施設管理課

8010交通安全
対策特別交付金

事業 通学路安全対策推進
会議（総務就学課）

の開催

市民要望約1500件/年
パトロール1回/月以上
関係機関との連携
　・警察：適宜

　・学校：適宜
　・国県：適宜

推進会議の実施1回/年
交通安全施設対策：修
繕・工事約25件/年（ミ
ラー、標識、白線、通
学路カラー舗装、路面
標示）

市民生活における道
路交通安全施設の課

題、問題を解決

総合計画の
「取組」

施策5-1　コンパクトで安全なまちをつくる

施策の方向性　（4）日常のリスクに備えるまちづくり
取組　➁交通安全対策の充実

事業費

人件費

施設管理課

3322道路維持
補修費

市民通報

関係機関との連携

市民通報

現場パトロール

関係機関との連携
　・警察：適宜

　・学校：適宜
　・国県：適宜
市民要望約1500件/年
道路維持管理工事：約
170件/年（道路補修、
除草、排水対策など）

パトロール1回/月以上

関係機関との連絡調
整（学校、警察、

国、県など）

市民生活における道
路の維持管理、道路

環境の課題、問題を
解決

市民が要望に対する
対応、対策について

その効果を実感

市民・通学する子供
たちの安全安心な道

路利用

市民を始めとした道
路利用者の安全安心

な道路環境

交通事故の減少

交通安全対策の充実

現場パトロール

道路交通安全施設の

充実

交通安全プログラム
に位置付けられた路

線の危険箇所解消。

事業費

人件費

補助事業の対象とな

るための県との調整

道路建設課

8184幹線道路

整備事業

地元説明会など周知

用地測量業務・詳細
設計の実施

用地買収（物件補償）
及び工事の実施

用地買収（㎡）

工事延長（ｍ）

幅広い整備された道

路の延長が広がる
さらに事業が進む

整備されたまとま
った区間における

安全安心な道路環
境が生まれる。

まとまった区間

が整備される

モニタリング

KPI

道路利用者の安全確

保

KPI

モニタリング



投入 活動 産出 直接成果 中間成果

総合計画の
「取組」

暮らしを支える
上・下水道等の
維持・整備

最終成果

事業成果

指標

現状値　→　目標値 現状値：2021年度末 現状値：2025年９月末 目標値

事業指標
（目標年度：2026年度）

市街化区域内のインフラ整備率（下水道） 90.5％ 92.3％ 91.5％

雨水排水路整備延長（荒野台地区） 930ⅿ 1,035ｍ 1,660ⅿ
配水管の更新延長 4,443ⅿ 5,541ｍ 6,010ⅿ

下水道課

下水道事業（汚水）

　市街化区域の

　インフラ整備率
　（下水道）

下水道事業（雨水）

雨水排水路整備延長
（荒野台地区）

水道課 水道事業

配水管の更新延長

市が宮中・平井地区の
老朽管の更新工事を発注

する

宮中・平井地区の老

朽管が更新される

KPI

施策５－１　コンパクトで安全なまちをつくる

施策の方向性　（1）最適化した土地利用・基盤づくり

取組み④　暮らしを支える上・下水道等の維持・整備

市が汚水管路の整備工事

を発注する

市が汚水管路・施設の修
繕及び維持管理工事を発

注する

市街化区域内の汚水
管路の整備延長が延

伸される

市が雨水管路等の整備工

事を発注する

市が地区や学校と工事

調整を行う　　

荒野台地区内の雨水
管路の整備が進捗す

る

KPI

市街化区域内の衛生

環境が維持される

水道事業が健全に経

営できる

下水道未接続者へ加
入促進を行える地域

が広がる

下水道接続者が増加
する

水洗化率（％）

市民が安全で安定し
た水道水の供給を受

ける

水道接続者が増加す

る

雨水排水路が，計画
的・効率的に整備さ

れる

荒野台地区内の生活

環境が改善される

下水道事業が安定的

に経営できる

KPI

上水道や供給施設
が，適切に維持管理

される

下水道区域内の雨水排水施設が充実する

下水道や処理施設
が，適切に維持管理

される



施策１－１　まちぐるみで子育てを応援する

施策の方向性　（１）子供を生み育てやすい環境づくり
取組　②総合的な子ども・子育て支援の充実

幼

児

教

育

課

1-1-(1)-②
総合的な子ども
子育て支援の充

実

最終成果

出生数

子育てしやすい保
育環境が整い，保
護者は，働きなが
ら安心して子ども
を育てられる。

投入 活動 産出 直接成果 中間成果

事業成果

【民間施設】
特別保育・保育
サービス支援事業

市が
各種保育サービス
を実施する民間施
設に対し，財政的
支援を行う。

【市長政策事業】

幼保ありかた

事業研究

市は，
・市内公私立幼児教育・保育施設の
定員，職員体制等現状を把握する。
・各年齢帯における就学前児童数，
出生数，新規入所申込者数，入所率
等，施設ニーズを推計するためのデ
ータの収集・整理を行う。

　施設は，地域ニーズに基づき実施する法定事業(地
域子ども・子育て支援事業）の実施体制を整え，市の

サービス提供体制が確保される。

施設は，特別な支援を要する児童に対し，集団
生活を送るうえで必要な個別の援助や配慮を行
っている。

　保護者は，希望する支援を
受け，子どもを預けることが
できる。

子育て世帯

教育・保育施設

子育て家庭は
必要な教育・保育
サービスを利用で

きる

市内の教育・保育提供
体制が確保される

指標

目標値 現状値：2021年度末 2022年度末 目標値

施策指標
（目標年度：2031年度）

出生数 450人／年 369人／年 425人／年

出生率 6.75‰／年 5.613‰／年 6.75‰／年

事業指標
（目標年度：2026年度）

待機児童数 0人／年 0人／年 0人／年

モニタリング指標
（目標年度:2023年度・単年度）

年度末の入所者率（3月1日現在入所者数/入所希望者数）　 100％ 100% ー

モニタリング指標
（鹿嶋市子ども・子育て支援計画
目標年度：2024年度　）

病児保育（病児対応型）実施施設数 1箇所 1箇所 1箇所

病児保育（体調不良児型）実施施設数　 2箇所 2箇所 2箇所

一時預かり（幼稚園型）実施施設数　 11箇所 11箇所 11箇所

一時預かり（一般型・余裕活用型）実施施設数　 26箇所 26箇所 25箇所

延長保育　実施施設数　 26箇所 26箇所 25箇所

モニタリング指標
（目標年度:2023年度・単年度）

障がい児保育事業　要支援児の預かりを行っている施設数 11箇所 11箇所 12箇所

保育士雇用助成事業　年度途中入所希望者の入所率 100％ 100% 100%

保育士体制強化事業　実施施設数 3箇所 14箇所 21箇所

待機児童数

市は，把握・整理したデ
ータに基づき，将来的に

必要となる施設ニーズの
総量を数値化する。

〇保育体制強化事業　施設は，保育士以外の保育支援

者を配置する。

入所者率

市子ども・子育て支援計画
地域子ども・子育て支援事業【◆】の充実

〇保育士雇用助成事業　施設は，年度途中の0・1歳児
の受入に対応するため，あらかじめ保育士を確保する

施設では，在園児が体調不良となっても，保護者
が迎えに来るまでの間，看護士の養護のもとで
預かりが行われる。

保護者は，子どもが病気のときであっても，仕事
を休むことなく安心して子どもを預けることが
できる。

保護者が通常の保育時間内に迎えができないと
きでも，園児は慣れた場所で保育を受けられ
る。

幼稚園・認定こども園（1号）に通う児童の保護
者が就労や急用により，一時的に保育を必要とす
る場合，園児は慣れた場所で保育を受けられる。

施設の保育士は，保育支援員の配置により業務
の負担が軽減され，保育業務に専念できてい
る。

施設では，年度途中の受入態勢が整えられてい

る。

保育人材の確保・体制強化【〇】

市が,より高度な専
門性を要する病児
保育(病児対応型)
について，医療機
関等適切な委託先
を選定する。

◆延長保育 施設は，11時間を超えて，通常保育の

利用時間以外に時間外保育を実施する。

◆病児保育（体調不良児型）施設は，保育中に体調

不良になった園児を，看護士を配置し，専用スペー

スで一時的に預かる体制を整える。

◆一時預かり（幼稚園型）認定こども園や幼稚園は，

就労や病気等で家庭保育が一時的に困難な在園児の保

護者に対し，教育時間の前後や長期休業期間中の預か

り保育を実施する。

◆病児保育（病児対応型）市が委託した医療機関等

は，子どもが病気により集団保育等が困難な期間に

一時的に病院等に付設された施設で預かりを行う。

◆一時預かり（一般型・余裕活用型）施設は，急病

や急用等家庭保育が一時的に困難になった未就園児

の保護者に対し。一時的に預かりを行う。

〇障がい児保育事業　施設は，特別な支援を要する児

童に対して配置基準以上に加配保育士を配置する。

市は，民間施設による施設ニーズ
総量に対する充足率を求め，それ

をもとに，公立施設に必要とされ
る供給見込量を積算する。

一時預かり

（幼稚園型）

     実施施設数

民間施設の供給量を勘案し，公立施設を含

め，適正規模での施設が配置されている。

公立幼稚園・保育施設再編方針の見直し

病児保育

（病児対応型）

実施施設数

未就園児の保護者が急病や急用等により，家庭で
の保育が一時的に困難となった場合に，施設で一
時的に預かりや必要な保育が行われる。

一時預かり

（一般型・余裕活用型）

実施施設数

延長保育

　実施施設数

実施施設数

実施施設数

令和5年度　教育・保育施設数

私立

保育所 7施設
幼保連携型認定こども園 6施設
小規模保育事業所 7施設
家庭的保育事業所 1施設

計 21施設

公立

保育所 3施設
幼保連携型認定こども園 1施設

幼稚園 4施設
計 8施設

※休止施設を除く

施設は，教育・保育の
質を高める。

施設は，安心・安全な
保育環境を確保する。

病児保育

（体調不良児型）

    実施施設数

年度途中入所
希望者の入所率

市が,
施設に対し事業の
周知を行う。

市が補助事業実施
要綱を整備する。

活動 産出



図書館運営経費
学校図書館経費

（小学校）

施策２－１　未来を担う人人財「鹿嶋っ子」を育む

施策の方向性　（１）たくましく柔軟な子どもを育む学校教育
取組　①幼児教育と子育ての総合的な支援

指標

現状値　→　目標値 現状値：2021年度末 2022年度末 目標値

施策指標

（目標年度：2031年度）
「将来の夢や目標を持っている」と答えた中学生の割合 71% 71% 8０％

モニタリング指標

（目標年度：2026年度）

園での読み聞かせの実施 1日10分年間42時間 1日15分年間63時間 1日10分年間42時間

図書館児童書貸出数（電子図書含む） 82,461冊 95,596冊 90,000冊

図書館で例月実施している

読み聞かせ事業等の参加者数
－ 442人

480人

（月40人）

児童（0歳～12歳）の年間利用実人数（電子図書館含まず） － － 1,260人

中央図書館入館数 90,232人 101,118人 100,000人

中央図書館・分館

学校図書館

市がブックスタート

事業を行う

市が絵本・児童書等

図書購入事業を行う

図書館がかみしばい
等の読み聞かせ事業

を行う

学校図書館が読書イ
ベントを行う

乳幼児や児童は
親子で図書イベ

ントへ参加する

図書館の利用
が増加し，読書に親

しむ機会が充実する

図書館入館者数

投入 活動 産出 直接成果

中間成果

2-1-(1)ｰ①
幼児教育と子育ての

総合的な支援

最終成果

事業成果

子どもは
魅力的で楽しい本

と出会うきっかけ
が創出される

読解力や語彙力，

理解力の基礎の構築される

学びの基
礎力が向

上される

豊かな
人間性

が育成
される

自己肯定感が向上する

コミュニケーション能力が向上

する

知識や技能が習得される

自己形成や共感性、協調性等

人間力の基礎が構築される

保育園管理経費
認定こども園管理経費

幼稚園管理運営事務費

幼稚園・保育園等が保
育中に読み聞かせを実

施する

思考力や想像力の基礎

が構築される

読書量の増加により
期待される効果

幼児教育課

園での読み聞かせ

の実施

図書館の読み聞かせ

事業等の参加者数

乳幼児や児童は，本
の魅力を知り，図書
館等での乳幼児の絵

本や児童書の貸出機
会が増加する

児童図書の貸出数

（電子図書含む）

　児童(0～12歳)
　の年間利用実人数

(電子図書館含まず)

読書の習慣が身に付く



投入 活動 産出 直接成果

児童生徒の総合的

な学力が向上する

中間成果

国語・算数（数学）
の教員の指導力が向

上する

２-1-(1)-③
生きる力を育む教育

の推進

最終成果

事業成果

施策２－１　未来を担う人材「鹿嶋っ子」を育む

施策の方向性　（１）たくましく柔軟な子どもを育む学校教育
取組　②学び高めあう学校教育の推進

教育指導課 国語・算数指導事業
経費

教職員指導対策費

教員は学習指導のス

キルアップを図る校
外研修（授業改善プ
ロジェクト、情報教

育研修会など）や校
内授業研究に参加す
る。

学校は児童生徒へ読
書に親しむ活動を確

保する

児童生徒

は，授業で自分で
考え自分から学習
に取り組むことが

できる

児童生徒の読書活動

が促進される

国語・算数（数学）
の教員の授業改善が

促進される

教員の学習指導力

が向上する

児童生徒のICTドリル
ソフトNavimaを活用
した学習機会が増え

る

市（学校）は児童生
徒の学習を支援する

ICTドリルソフト
Navimaを導入する

教員のICTドリルソフ
トNavimaの活用が促

進される

ＩＣＴを活用した教
員の授業改善が促進

される

ＩＣＴを活用した教
員の指導力が向上

する

児童生徒の個別最適

な学習が充実する

ICT活用状況調査

授業改善に向けた学
校の指導体制が構築

される

学校の指導体制を生
かした教員の指導力

が向上する
（教科・領域）

授業公開

実施回数

学校は児童生徒の理
解度に応じた算数

（数学）の習熟度別
学習を実施する

算数（数学）におけ
る児童生徒の学習意

欲が促進される

「将来に夢や目標を
持っている」と答え

た中学生の割合

学習の取組み状況調

査（学調を活用）

児童生徒は学校や自

宅で読書を行う

児童生徒は習熟度別
に分かれて算数（数

学）の授業を受ける

児童生徒の国語・算数（数学）の学力が

向上する

国語・算数（数学）の学力調査

（学調を活用）

児童生徒は自分の
得意・不得意を認

知する

算数(数学)の習熟度別

授業の実施校数

市（学校）はよむ
YOMUﾜｰｸｼｰﾄ（新聞記
事を活用した問題集）

を導入する（小4~中
３対象）

児童生徒は学校の朝
学習等でﾜｰｸｼｰﾄを読

み，設問を解く

学習の基礎となる文
章の読解力（よみ解

ける力）が育つ

年間50冊以上

読書した児童の割合

国語・算数（数学）の

指導状況調査（※学調を活用）

※学調とは：全国学力・学習状況調査



指標

現状値　→　目標値 現状値：2021年度末 2022年度末 目標値

施策指標
（目標年度：2031年度）

学調において「将来に夢や目標を持っている」
と答えた中学生の割合

71% 71% 80%

事業指標

（目標年度：2026年度）
学校における教職員の授業公開の年間日数 260回／年 441回／年 520回／年

国語・算数・数学の指導状況調査（学調：国算数の指導を

よく行っていると回答した割合）
- - 100％

自ら考え学習に取り組んでいる児童生徒の割
合（学調を活用）

85% 86% 90%

学調における国語・算数（数学）の結果
国県平均との比較（対象：小６及び中３）
※（　）は県比較

        　       国　県

小６　国語　＋（＋）

　　　算数　＋（＋）
中３　国語　－（－）
　　　数学　－（－）
8項目中、4項目、国県平均越え

　　　　　　国　県

小６　国語　－（－）

　　　算数　－（－）
中３　国語　±（－）
　　　数学　－（－）
8項目、0項目、国県平均越え

　　　　　　国　県

小６　国語　＋（＋）

　　　算数　＋（＋）
中３　国語　＋（＋）
　　　数学　＋（＋）
8項目中、8項目、国県平均越え

ICT状況調査における活用状況 国平均超え 国平均超え 国平均超え

算数（数学）の習熟度別授業の実施校数 ー ー
小学校：12校

中学校：5校

年間50冊以上読書した児童（小4~６）の割合 ー ー 80%



投入

2-2-(1)ｰ①
郷土理解教育の

推進

「鹿嶋を誇れる」と

答えた中学生・高校生

の割合

施策２－２　豊かな鹿嶋文化を共に創り育む

施策の方向性　（１）シビックプライドを育てる「郷育」
取組　①郷土理解教育の促進

指標

現状値　→　目標値 現状値：2021年度末 2022年度末 目標値

施策指標
（目標年度：2031年度）

「鹿嶋を誇れる」と答えた
中学生・高校生の割合

61％ 65％ 70％

事業指標

（目標年度：2026年度）
郷土図書の貸出数 1,010冊／年 1,280冊／年 1,300冊／年

モニタリング指標
（目標年度：2026年度）

歴史教室等イベント参加者数 0人／年　2023年から実施予定 0人／年　2023年から実施予定 40人／年

社会教育課

中央図書館

大野分館

文化財保護経費

図書館運営経費
学校図書館経費
（小・中学校）

図書館・学校図書館
での郷土資料を充実

させる

図書館・学校図書館
での郷土図書のPR，
コーナーや掲示を充

実させる

図書館が郷土歴史
に関する教室等の
イベントを開催

する

市内小中学生の
郷土歴史・文化に
触れる機会が創出さ

れる

市民が郷土の歴史に
興味・関心を持つ

市民が市の歴史教室
等イベントへ参加す

る

郷土の文化や歴史に
興味を持つことで
市民全体の
鹿嶋の郷土愛が
向上する

子どもの頃から
郷土の文化や歴史の
学習に触れることで
市内の若者の
市の歴史・文化
の理解度，意識の
高揚が図られる

歴史教室等イベント
参加者数

市内の若者の
郷土に対する
誇りが醸成され

る

郷土図書の貸出数

社会教育課

教育指導課

社会教育課

文化事業

教育委員会が子ども
達を中心に郷土かる
たの普及・啓発を行
うため体験事業を
　実施する

市内中学生が
いばらきっ子郷土
検定へ参加する

教育委員会が市民
対象に伝統文化親子
体験事業を実施する

鹿嶋市文化スポーツ
振興事業団支援事業

☆文化スポーツ事業団
がまんが鹿島の歴史制
作事業を実施する

☆文化スポーツ事業団
が市民にデジタルコン
テンツを用いた文化財
普及事業を実施する

教職員指導対策費
生涯学習推進事業

市内小学校が
社会科副読本を
積極的に活用する

地域の方々が
市内小中学校に
行く機会が増える

市民が
鹿嶋市の歴史に
興味を持つ

市内小中学校が
郷土資料・図書を
活用した授業を充
実させる

市民の郷土に関する知識の深まりから
鹿嶋の郷土愛が高まる

市内の子ども達や
その保護者が
郷土の文化に
興味を持つ

教育委員会が
市内中学生に
いばらきっ子郷土
検定の啓発を図る

教育委員会が
市内各小中学校へ
コミニティスクール
を推進する

市内の子ども達が
郷土かるたを行う
機会が増える

市内の子ども達が
各種体験事業へ
参加する

市民が文化財普及事
業へ参加する

市民がまんが鹿島の
歴史を読む

市内小中学生が
郷土教育を学ぶ

市内小中学生が
地域の方々との
交流が深まる

学校と地域の交流が深まることで，子ども
たちが自分の地域やそこに住む人々，住む

ことへの関心が高くなる

事業成果

最終成果中間成果直接成果産出活動

☆文化スポーツ事業団
が歴史文化事業を実

施する

市民が歴史文化事業
（展示，講演会）に

参加する



中学校教育振興
支援事業

生徒は民間事業者等
の多様な職種の人と
の交流の機会を得

る。

生徒は，将来の自分
を想像し，向かうべ
き方向や自分が努力
すべきことを考え，
自ら学習に取り組

む。

投入 活動 産出 直接成果 中間成果

生徒は学習したこと
をもとにして，地域
や社会のために何が
できるかを考える。

生徒は社会への関
心を高め，生涯に
わたるキャリアを
形成していく基盤

を培う。

最終成果

中学校はキャリア
教育を推進する。

キャリア教育
実施回数

事業成果

施策２－１　未来を担う人材「鹿嶋っ子」を育む

施策の方向性　（１）たくましく柔軟な子どもを育む学校教育
取組　③生きる力を育む教育の推進

教育指導課 英語指導事業経費

教育委員会は、児童向
けにイングリッシュラ
ウンジの実施や留学生
などと交流する機会を

設ける。

教育委員会は
ALTを配置する。

児童生徒は、英語を
母国語とする外国籍
の方と触れ合うこと
などで、多様な
英語学習の機会を

得る。

教育委員会は生徒の
英語力を測る4技能テス
トを実施する。

生徒の英語力が向上
する。

児童生徒は英語に
接する時間を増やす。

生徒はグローバルに
活躍できる能力（言
語能力や異文化理解
など）の素地を獲得

する。

中３生
英検３級相当率

総務就学課

教育指導課

児童生徒は英語への
親近感を深める。

中３生
学習及び学校生活
アンケート調査

教員はキャリア教育
指導向上に係る研修
などに参加する。

教員の指導意欲が高
まる。

キャリア教育の授業
改善が促進される。

教員は、学習指導のスキルア
ップを図る校外研修（授業改
善プロジェクトなど）や校内
授業研究に参加し、指導力が

向上する

英語の
授業改善が
促進される。

学校は、4技能を測定し、
現在の英語力を総合的に
評価し、指導に生かす。

教育委員会は、英語力
向上スーパーバイザー
を配置しスキルアップ
研修を実施する。

生徒は将来の選択肢
を増やす。

２-1-(1)-③
生きる力を育む教育

の推進

将来の夢や目標を

持っている中学生の割合

中学3年生英検
準2級以上相当率

指標

現状値　→　目標値 現状値：2024年度末 2025年度末 目標値

施策指標（目標年度：2031年度）
「将来の夢や目標を持っている」と答えた中学生

の割合
65.3％

68.7％

（R7.4結果）
80％

事業指標（目標年度：2026年度）

事業者（（株）鹿島アントラーズFCなど）と連携

したキャリア教育実施回数
153回／年 70回／年 70回／年

中学3年生英検３級相当率 55.4％ 57% 65％

モニタリング指標（目標年度：2031年度）

中３生「地域や社会をよくするために何かしてみ

たいと思いますか」と回答した割合
77.7％

75.0%

（R7.4結果）
80%

中学3年生英検準2級以上相当率 中学3年生　5.1% 中学3年生の５％以上 中学3年生の５％以上



文化財保護経費

活動 産出 直接成果 中間成果

2-2-(1)-②
郷土の歴史・文化

の保全と継承

最終成果

事業成果

施策２－２　豊かな鹿嶋文化を共に創り育む

施策の方向性　（１）シビックプライドを育てる「郷育」
取組　②郷土の歴史・文化の保全と継承

指標

現状値　→　目標値 現状値：2021年度末 2022年度末 目標値

指標
（目標年度：2024年度末）

どきどきセンター及び
ミニ博物館の来訪者数

4,783人 7,882人 10,000人

指標
（目標年度：2024年度末）

市有文化財のデジタルアーカイブ
化による公開・展示件数

0件 0件 3件

社会教育課

文化財保護審議会が

文化財を指定する

市民及び
市外の人たちが

文化財に触れる機会
が増える

市民が
文化財を後世に伝

えたくなる

市職員が
デジタル化保存技術

の研究を行う

デジタル化等記録に
より保存と保存記録

のデータベース化が
図られる

市民及び市外の人
の文化財に対する

愛着が高まる

投入

市有文化財のデジタル

アーカイブ化による

公開・展示件数

市職員が文化財に
関連する研修に

参加する

市職員が史跡の維持

管理を行う

ミニ博物館の管理運

営を委託する

市職員がデジタル
アーカイブに必要

な機器を調達する

市内の文化財が

増える

文化財専門検討委員会
が文化財の状況に応じ
た保存（実物・デジタ

ル）の要否及び適否の
判断及び方法を示す

市が古文書講座

を開催する

市職員が文化財に
関連する新たな知識
や技術（デジタル化

保存技術を含む）を
習得する

市民及び市職員が
既存の文化財を

適正に管理する

どきどきセンターや
ミニ博物館等で

文化財の展示や
周知がされる

市民及び市外の人た
ちが文化財により興

味を持つ

市民及び市外の人た
ちがデータベースを

活用して文化財の研
究を進める

文化財を後世に伝
える担い手の育成

が図られる

市民と行政が連携
した文化財の保全

が図られる

社会教育課 文化財保護経費社会教育課 文化財保護経費

活動

市職員が史跡の維持

管理を行う

どきどきセンター

及びミニ博物館の

来訪者数

文化財保存の意義が

周知される

文化財検討委員会が
市内文化財を総合的

に把握する

市民が古文書講座に

参加する



社会体育振興事業

投入 活動 産出 直接成果 中間成果

3-1-(1)-①
ライフステージ
に応じたスポーツ

活動の推進

最終成果

成人の週１回以上の

スポーツ実施率

事業成果

施策３－１　スポーツに親しみ健康を維持する

施策の方向性　（１）スポーツ活動・交流の推進
取組　①ライフステージに応じたスポーツ活動の推進

指標

現状値　→　目標値 現状値：2021年度末 2022年度末 目標値

施策指標（目標年度：2031年度） 成人の週１回以上のスポーツ実施率 未計測 43%／年 65%／年

事業指標（目標年度：2026年度） 市立スポーツ施設利用者数 210,781人／年 309,570人／年 400,000人／年

モニタリング指標（目標年度：2026年度） みんなのスポーツフェスタ参加者平均人数 未計測 276人／回 350人／回

スポーツ推進課

市が多世代の市民

へのスポーツに親
しむ機会を提供す

る

スポーツイベント

参加や自身でスポー
ツをする市民が増

え，多世代の市民が
身体を動かすきっか
けづくりとなる

市民のウェルビーイン
グの実現が図られる

（身体的・精神的・社
会的満足の実現）

～スポーツで彩る健康
で豊かなライフステー
ジ～（第３次鹿嶋市ス

ポーツ推進計画）

市がスポーツ実践
者や団体の支援を

する

市が主体となりパ
ラスポーツ体験会
等を推進する（幼

稚園，小学校，地
区公民館等）

スポーツを通じた共

生社会が実現する

スポーツを楽しめる
持続可能な環境が作

られる

市が各種スポーツ
大会を開催・誘致

する

スポーツを通じた人

材育成が図られる

スポーツを通じて地

域が活性化する

交流人口が増加す

る

参加した市民の言動

がポジティブになる

生活習慣の改善，健康
寿命の延伸を意識する

市民が増える

種目別や世代間

交流が増える

子ども：何事にも

積極的に取り組
む意欲が育まれ，

かつ「主体的，対
話的で深い学び」
が推進される

日常的に
体を動か

す市民が
増える

多世代の市民の
「身体を動かす・

スポーツする」
選択肢が増える

地域コミュニティ
への市民参画が増

える

地域経済の好循環

が生まれる

スポーツツーリズム
を核とした地域づく

りが推進される

他者のことを自分
ごとと考える力が
育成される

（他人事ではない意
識）

参加した市内のス
ポーツ実践者・チ

ームの競技力が向
上する

誰もが等しく社会
参加できる地区が

構築される

地区事業に参加し
た大人：正しい理

解と知識の習得が
進む

参加した市民が，相
互理解と尊重の重要

性を認識する

みんスポ参加者

平均人数

地域資源の活用

が図られる

豊かな指導技術と

運営能力をもつコ

ーディネーターが

増える

施設利用者数

市民主体のスポーツ
によるまちづくりが

推進される

スポーツに
携わる市民

の健康増進
が図られる

(医療費削
減)。

また、QOL
が向上する施設利用者数



公民館活動費

多くの住民が地域の
魅力や伝統・文化を
再発見する事業に参

加する。

活動 産出 直接成果 中間成果 最終成果

地区まちづくり委員
会が公民館を拠点と
した学びや交流、地
域づくりの各種
事業等を展開する

事業成果

施策２－２　豊かな鹿嶋文化を共に創り育む

施策の方向性　（２）共に創り育む「鹿嶋文化」
取組　②地域の絆づくりとオーナーシップの醸成

指標

現状値　→　目標値 現状値：2021年度末 2022年度末 目標値

施策指標
（目標年度：2031年度）

「鹿嶋を誇れる」と答えた
中学生・高校生の割合

61％ 65％ 70％

事業指標
（目標年度：2026年度）

地域イベント参加者数 21,630人／年 31,569人／年 67,500人／年

モニタリング指標
（目標年度：2030年度）

特色ある地域づくり事業
の開催（新規事業の開催）

1事業 3事業 1０事業

中央公民館

地区公民館

地域住民・団体が相
互に協力し特色ある
地域づくりの取り組
みを考える。

公民館が各市民団体
と連携して、教育や
芸術文化の普及等に
関する事業を行う
（美術展覧会など）

地域住民が交流する
とともに，地域の魅
力を認識し課題に気

付く。

地域住民が体験型や
座学等の事業に参加

する。

地域づくりの担い手
が育成がされる

2-2-(2)ｰ②
地域の絆づくり
とオーナーシップ

の醸成

新規事業の開催

「鹿嶋を誇れる」と
答えた中学生・高校

生の割合

公民館が学校と連携
し子どもや若い世代
の地域（公民館）活
動の機会を提供す

る。

子どもの地域参加が
促進される。

地域社会の連携が深
まるとともに，市民
が主体的に地域課題
の解決に参画する

地域イベント
参加者数

投入


